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東日本大震災以降，津波防災対策が見直され，L1・L2津波設定による防災計画が進められているものの，

現時点での防災施設の整備状況や，防災目標の達成に対する実現性は地域によって大きく差がある．実現

可能な防災目標の策定のためには，防災施設の整備状況など地域の実情を踏まえた上で，地域が抱える災

害リスクを評価するとともに，堤防などのハード整備によって低減可能なリスクと，それだけでは排除で

きないリスクを評価することが重要であると考えられる． 

本研究では，東海・南海地震において大きな津波被害を受けることが想定されている静岡県伊豆市土肥

地区と和歌山県日高郡印南町を対象とし，規模の異なる津波による被害分析を堤防などの条件を変化させ

ながら実施することで，二地区における津波災害リスクの分析を行った． 
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1. はじめに 

 

(1) 背景 

2011年に発生した東北地方太平洋沖地震津波は，沿岸

域の海岸堤防を含む多くの構造物を破壊し，内陸に甚大

な被害を及ぼし，海岸堤防などによるハード対策のみで

津波被害を防ぐことには限界があることが明らかになっ

た．それを踏まえて津波防災対策が見直され，中央防災

会議においては，百年程度の周期で発生する津波(L1津

波)に対してはハード対策を実施することによってそれ

による被害を防ぎ，L1津波の規模を超える津波に対し

ては，ハード対策だけではなく堤防背後域の都市計画や

住民の避難行動を組み合わせた総合的な津波防災計画に

よってその被害を低減させる考え方が提案された1)．そ

の考え方に基づき，各自治体では被害想定の見直しや，

必要堤防高の再検討などが進められている．一方で，十

分な津波防災効果を持つ堤防を整備するためには，来襲

する津波の高さに応じて堤防高を設定する必要があるが，

その整備の際には地域住民との合意形成が不可欠である．

しかしながら，一般的に必要堤防高の増大は周辺地域の

環境や景観の保護とトレードオフの関係にあり，例えば

南海トラフ巨大地震による津波被害が想定されている地

域では，堤防高のかさ上げがが急務とされている地域が

多数存在するが，地域住民との合意形成が難航している

地域も存在する． 

このような背景を踏まえ，各地域のハード整備をスム

ーズに実施するためには，ハード整備の津波防災効果と

その限界を明示する必要があり，その手法の一つとして，

堤防背後域の津波被害のリスクを定量的に評価すること

が考えられる．ハード整備によって低減可能なリスクと，

それだけでは排除できないリスクを評価することにより，

その効果と限界を明示することができる．さらに，この

ような災害リスクの評価は，地域ごとの防災目標の設定

や，現実的な防災対策に関する合意形成のための判断材

料としても有用であり，津波災害のリスク評価に関する

知見を蓄積することが重要であると考えられる． 

 

(2) 研究の目的 

水害のリスク分析としては，河川氾濫を対象として多

くの研究がなされている一方で2)，低頻度災害である津
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波災害のリスク評価については実施例が少ない． 

津波災害のリスク評価に関する研究としては，藤間・

樋渡(2013)が提唱した，地震の発生確率を考慮した津波

防災施設の効果と残余のリスクを明示する手法がある3)．

藤間・樋渡(2013)は異なる堤防高を整備した場合にその

背後域で生じる津波被害額を津波規模及びその発生確率

を考慮して算出し，堤防高の違いによる被害低減効果を

定量的に示した．この手法による被害評価の分析を各地

域に適用することにより，個別の地域が抱える津波災害

のリスクを定量化し，堤防などのハード整備によるリス

ク低減の効果を算出することができる．また藤間・樋渡

(2013)は静岡県伊豆市土肥地区を対象としたが，本研究

では土肥地区に加えて，来襲津波の規模や避難猶予時間

などが異なり，さらに堤防などの海岸防護施設の整備水

準に違いが見られる和歌山県日高郡印南町の二つの地区

を取り上げ，それぞれの地域における被害分析を実施し，

二地区の比較を行いながら，津波被害リスクが様々な影

響因子に対応してどのように変化するのかを分析するこ

とを研究の目的とする．  

 

 

2. 対象地域の概要 

 

(1) 静岡県伊豆市土肥地区 

土肥地区の津波災害の歴史としては，1854年の安政東

海地震において，死者13名，潰家38軒の被害が出たこと

が記録されている4)．安政東海地震以降は，津波による

大きな被害は確認されていない．また地区南部の屋形海

岸(図-2)では，1970年にT.P.6.0mの防潮堤が計画されたが，

景観保全や海岸の海水浴場としての利用から建設が見送

られ，T.P.3.5mの暫定天端高で1972年までに整備された．

現在，南部の屋形地区でT.P.3.5m，北部の大藪地区で

T.P.5.5mの堤防が設置されている． 

一方，2013年に静岡県が公表した被害想定では，土肥

地区でのL1津波高さは6.9m，L2津波高さは10mとされて

おり5)，同地区ではL1津波の規模に対してでさえも，必

要堤防高を満足していない状況である．また震源域の一

部である駿河湾に面しているため，第一波目の津波は数

分で来襲すると予測されている．  

 

(2) 和歌山県日高郡印南町 

印南町では過去に幾度も津波の被害を受けており，

1707年の宝永津波では175名が亡くなった．1854年の安

政南海地震では津波が来襲したものの人的被害は生じな

かったが，1946年に発生した昭和南海地震津波では，死

者17名，家屋半壊・全壊52戸の被害が生じた6)．この津

波被害を受け，翌年1947年から，海岸沿いを走る国道42

号線が防潮堤の役割も兼ねて整備された7)．現在，国道

42号線上の標高はT.P.6m程度である(図-4)． 

一方，2013年に和歌山県が公表した被害想定によれば，

印南町におけるL2津波高さは15mである．L1津波の高さ

は明示されていないが，約100年周期で発生する頻度の

高い津波として東海・東南海・南海3連動地震を想定し

ており，この地震による最大津波高は7mとされている8)． 

したがって，土肥地区と同様にL1津波の規模に対して

でさえ，堤防高が不足しているが，同地域では地震発生

から津波来襲まで十数分の猶予時間があると予測されて

いる． 

 

 

図-1 土肥地区の位置（google mapを基に作成）  

 

図-2 土肥地区屋形海岸（2014.11筆者撮影） 

  

図-3 印南地区の位置（google mapを基に作成） 

 

図-4 印南地区国道42号線（2014.11筆者撮影）  
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3. 津波シミュレーションによる建物被害戸数の

算定  

 

(1) 津波シミュレーションの概要 

基礎方程式には非線形長波方程式を適用し，異なる地

形解像度の計算領域を同時に解く双方向ネスティング手

法を用いて，津波の氾濫を含む沿岸域の津波の挙動を詳

細に分析した．計算条件について表-1に示す．計算地形

は5種類の解像度で作成し，4段階のネスティングを行っ

た．また各解析ケースにおける時間間隔は一定である．

本研究では仮想的に堤防設置やその高さの増減を行うが，

地盤標高を堤防高さと同水準に設定することによりそれ

を表現し，堤防は非破壊条件を適用した． 

 

(2) 津波初期波源の設定 

基本ケースとして，土肥地区に対しては安政東海津波

断層モデル（石橋モデル，1981，Mw8.4）9）と南海トラ

フ巨大地震津波断層モデル（内閣府モデル，2012）を，

印南地区に対しては宝永東海南海津波断層モデル（相田

モデル，1981，Mw8.7）10)と南海トラフ巨大地震津波断

層モデルを適用した．南海トラフ巨大地震モデルについ

ては，大すべり量の設定位置の違いにより12ケースのシ

ナリオが提案されているが，最も被害が大きくなるケー

ス6とケース3をそれぞれの地区で選定した． 

次に，安政東海モデルと宝永東海南海モデルにスケー

リング則11)を適用して，地震の規模や断層の形状を変化

させた断層モデルを作成した．そのうち，断層の幅，長

さ，滑り量を変化させたものをケース１，断層の幅と滑

り量を変化させたものをケース２として，基本ケースと

合わせてMw7.4，7.7，8.0，8.4，8.7，9.0の６つの断層モ

デルを作成し，津波シミュレーションを実施した． 

 

(3) 建物被害戸数の算出 

 本研究では津波被害を表す指標として建物被害戸数を

適用する．まずGISを用いて津波氾濫域の地形をゼンリ

ンのZmap-townⅡと重ね合わせ，建物毎の浸水深を決定

した．次に中央防災会議（2006）の建物被害基準を基に，

浸水深1.0m以上で半壊，浸水深2.0m以上で全壊とし，半

壊の場合は0.5戸，全壊の場合は1戸として建物被害戸数

を算出した． 

 

 

4. シミュレーション結果の分析 

 

(1) 現況における津波災害のリスク評価  

現況の２地区を対象に，津波シミュレーションを行っ

た結果を示す．津波による建物被害戸数は図-5,6のよう

になった．計算領域に含まれる全建物戸数は，土肥地区 

表-1 計算条件 

 土肥地区 印南地区 

計算領域 1134×1377kmから 

5.4×6.3km 

1215×1458kmから 

9.8×11.4km 

計算時間 地震発生から90分間 

計算格子 陸から沖に向かい10m，30m，90m，270m，

810m 

陸域地形データ 国土地理院基盤地図情報数値標高モデル 

海域地形データ 海底地形デジタルM7000シリーズ 

GEBCO 

粗度係数 水域：n=0.025，陸域：n=0.030 (m-1/3・s) 

 

図-5 土肥地区での建物被害戸数（現況） 

 

図-6 印南地区での建物被害戸数 （現況） 

 

で1139戸，印南地区で1130戸である．また，建物毎の浸

水深を全ケース合わせて表‐2,3に示す． 

土肥地区では，Mw8.0の津波から段階的に被害戸数が

増えているのに対し，印南地区においては，Mw9.0の津

波において急激に被害が増加している．これは堤防高と

同程度までの高さの津波であれば堤防により被害を抑え

ることができるが，それを超えた津波高の場合，被害が

急激に大きくなることを示している．その結果，図-6に

示したように，被害額の変化が不連続的になる． 

また図-5を見ると，スケーリング則を用いて震源モデ

ルを作成したMw8.7のケースでの被害が，Mw9.0の内閣

府モデルによる被害よりも大きくなっている．Mwが大

きい場合，単純にスケーリング則を適用すると被害を過

大評価してしまう可能性があり，断層パラメーターの設

定についてはより詳細な検討が必要と言える． 

また，スケーリング則を用いた断層パラメーターの設

定に関して，ケース１とケース２では浸水深，建物被害
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戸数ともに大きな差は見られなかった．以後，わずかで

はあるが被害戸数が大きいケース１の震源モデルを使用

して津波シミュレーションを行うこととした． 

 

(2) 堤防の有無による建物被害戸数の変化 

次に，堤防の整備による被害軽減の効果を分析する．

土肥地区については，2013年時点で必要堤防高とされて

いるT.P.7.0mの堤防12)を配置した地形データを作成し(図-

7)，印南地区については，国道のかさ上げがなされなか

ったと仮定した場合の地形データを作成し，前節と同様

の津波シミュレーションを実施した．印南地区において

は国道整備以前の標高データが得られなかったため，連

続的な地形になるよう留意し，現状の堤防高さを一定水

準の高さに減少させた(図-8)． 

それぞれの地区での建物被害戸数の変化を図-9,10に，

建物毎の浸水深を表-2,3に示す．土肥地区ではMw8.4規

模の津波まで，印南地区ではMw8.7規模の津波までは，

堤防の整備によって建物被害戸数を大きく減少させる効

果があることが分かる．一方で，それを超える規模の津

波に対しては，堤防による被害の軽減効果は小さい．こ

れらの結果から，堤防による防災の効果とその限界，さ

らに，地域ごとに堤防の防災効果が限界となる津波規模

が示された． 

 

(3) 既存建物の活用による建物被害戸数の変化 

前節において，堤防整備の効果と限界を明示すること

を試みたが，土肥地区においては，現在堤防の建設につ

いての合意形成がなされていないことや，堤防を整備し

たとしても津波の到達時間が早く，避難のための時間を

確保できないことなどから，堤防の整備だけでなく，既

存建物の活用や津波避難ビルの設置など，他の対策と合

わせて取り組むことが現実的であると考えられる．その

際には，本研究で用いたようなスキームによって，堤防

の整備と同様に，他の対策についてもその効果を評価で

きると考えられる． 

本研究では，既存の建物を補強した場合に，津波被害

戸数の軽減効果が見られるかどうかを分析した．海岸線

沿いの建物を浸水しても壊れないように補強したと仮定

して地形データに反映させ，同様に津波シミュレーショ

ンを実施した．結果を図-11，表-2に示す． 

補強した建物の背後では，現況での浸水深と比べて

1m程の低減が見られる地点もあり，ある程度の被害戸

数を減少させる効果が見られたものの，堤防に比べると

その低減効果は小さく，また津波の規模が大きくなる程

その効果は小さくなっている．また津波が到達するまで

の時間には現状と差が見られなかった． 

 

 

図-7 土肥地区に堤防を配置した位置（google mapに加筆） 

 

標高(m) 

図-8 印南地区の現況地形データ 

 

図-9 土肥地区での堤防の有無による建物被害戸数の変化 

 

 

図-10 印南地区での堤防の有無による建物被害戸数の変化 

 

図-11 土肥地区で海岸沿いの建物を補強した場合の建物被害

戸数の変化
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表-2 土肥地区における建物毎の浸水深図 

 Mw7.4 Mw7.7 Mw8.0 Mw8.4(基本ケース) Mw8.7 Mw9.0(基本ケース) 

現
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表-3 印南地区における建物毎の浸水深図 

 Mw7.4 Mw7.7 Mw8.0 Mw8.4 Mw8.7(基本ケース) Mw9.0(基本ケース) 

現
況(

ケ
ー
ス
１) 

    

  

現
況(

ケ
ー
ス
２) 

    

国
道
か
さ
上
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無 

      

浸水深による分類： 
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5. まとめと今後の課題  

 

 本研究では，静岡県伊豆市土肥地区と，和歌山県日高

郡印南町を対象に，異なる規模の震源モデルによる津波

シミュレーションを実施し，それぞれの津波に対する建

物被害戸数を算出することで，二地区が抱える津波災害

のリスクについて分析を行った． 

 また，堤防の有無による建物被害戸数の変化について

も分析し，堤防の整備によるリスク低減の効果と，その

限界について分析した．さらに，既存の建物を活用する

ことで津波リスクを低減させることができるかについて

も検証を行った．その結果，浸水深を減少させる効果は

確認できたが，堤防と比べて被害戸数を減少させる効果

は小さいことが確認された． 

 本研究の成果は，津波の発生頻度のみで決定されてい

るL1・L2津波の意味を，地域が抱える津波災害のリス

クと，防災対策によるリスクの軽減効果を明示すること

によって多角的に捉えたことであり，このような分析の

蓄積によって，地域の実情を踏まえた防災目標の設定に

資することができると考えられる． 

 今後の課題として，本研究では，津波災害のリスクを

表す指標として建物被害戸数に着目したが，人的被害や

産業への影響など，その他の被害の指標についても考慮

する必要がある．さらに，地震の生起確率と被害額を考

慮することで，津波災害のリスクを金額に換算すること

ができ，堤防建設などのコストとの比較が可能になる． 

 また，本研究では，津波災害への対策方法として，堤

防の建設と既存建物の補強を扱ったが，津波避難ビルの

建設といったソフト対策の効果も同様に評価することが

できれば，ソフトとハードを合わせた総合的な防災目標

の設定が可能になると考えられる．． 
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